　北東アジア研究交流ネットワーク第7回フォーラム開催への祝辞
　北東アジア研究交流ネットワーク第7回フォーラム・国際シンポジウムの開催に当たり、私は謹んで熱烈な祝意を表明します。
　2006年発足から今日まで、北東アジア研究交流ネットワークは、代表幹事・谷口誠先生の領導の下、各位が知恵を結集し、その年の最も重要で注目すべきテーマを選んで、東北アジアの協力について奥深い研究と討議を重ね、当該地域の互恵協力と共同発展を推進するために積極的な役割を発揮してこられました。今回のフォーラムは、“東日本大震災からの復興と北東アジアの地域協力”をテーマとし、地域協力について重点的に討議し、その遠大な発展計画について協議するという特別かつ現実的な意義を有するものであります。
　
本年に入り、以降の世界経済再生の見通しは複雑かつ極めて困難であることがより顕著になり、中日両国の経済に対する下方圧力が増し、地域という枠組みの下での協力への要求がより強まるでしょう。東北アジア地域の最も重要な協力メカニズムは、中日韓の協力が新しい情勢の下でしっかりとした足取で踏み出すことを求めています。本年5月に開催された第5回中日韓首脳会談は大きな二つの成果を獲得しました。まず第一に、三国が投資協定に正式に署名を
したことです。第二に、三国の指導者が年内に中日韓の自由貿易地域についての交渉を始めることに同意したことです。
　投資協定の調印は中日韓の協力における記念碑的な意義があります。相互の投資が中日韓の対外投資総額のわずか6％であることは、発展の前途は大いに明るいことを示しています。中日韓投資協定の調印は、投資者により安全で透明性のある投資環境を提供し、投資のニーズを効果的に保護し、開放し、経済貿易活動のさらなる活性化を促し、中日韓自由貿易地域建設の重要な基盤となります。
　
自由貿易地域の協議を開始することは、中日韓が国際経済構造の調整と産業構造変化の趨勢に対応する戦略的選択であり、東北アジア経済の一体化実現へのキーポイントとなるステップでもあります。中日韓の人口は東北アジアの71％、世界の22％を占め、ＧＮＰは東アジアの86％、世界の20％を占めています。中日韓の自由貿易地域を迅速に設立し、三国の優位性の相互補完と資源要素の合理的配置を有利に実現し、貿易投資の自由化を加速することは、東北アジア全体がグローバル経済の下での地位と競争力をさらに高めることになります。
　
　温家宝総理は第5回中日韓サミットにおいて、実務的な協力をさらに一層推進するために、中日韓の地方における経済協力モデル地区の建設について提案しました。日韓と隣接し、密接な交流がある中国山東省は、すでに日本の地方都市と経済貿易協力を主とする地方の経済協力パートナー関係樹立について検討を始めました。三国の地方レベルの局部地域経済協力は点から面へと一歩一歩展開しており、中日韓および東北アジアの協力に新しい重要な内容を加える
ことになるでしょう。
　本年は中日国交正常化40周年の年に当たり、“中日国民交流友好年”でもあります。国交正常化の当時と比較すると、中日経済貿易協力は飛躍的な発展を実現し、規模はより大きく、領域はより広く、レベルはより高く、内容はさらに充実したものになっています。両国の経済は範囲と深度において加速的に融合し、連動する体制は日増しに顕著となり、すでに事実上の利益共同体となっています。新しい情勢は双方が時宜を失わず、的確な情勢判断により、戦略的
角度から中日経済貿易関係の未来を思考し、方策を考え、経済貿易協力を持続的に発展させる道を探ることを求めています。東北アジア地域協力の着実な進展は、中日両国の資金、技術、人材方面での交流と融合を力強く促進し、両国が省エネ・環境、財政・金融、ハイテク技術、近代的なサービス産業などの新しい領域の協力に強大なエネルギーを注入することを信じます。双方は手を携えて努力し、意見の違いを乗り越えて、共同の利益にかなう大きな成果物を作り、経済貿易協力の領域におけるイノベーションの高まりを切り開いて、地域と世界の発展と繁栄のためにさらなる大きな貢献をいたしましょう。
　フォーラムが円満なる成功を収められることを祈念して祝辞といたします。
　
　　　　　中国駐日本大使館経済商務処　経済商務公使　呂　克倹
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2012年9月吉日
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